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第 58 期 計 算 書 類 
（2024 年 10 月 1 日から 2025 年 9 月 30 日まで） 

 

1. 貸借対照表（2025年9月30日現在） 
（単位：百万円) 

 

   

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。  
  

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 12,774 流 動 負 債 7,779 

現 金 及 び 預 金 1,909 業 務 未 払 金 1,545 

完成業務未収入金及び契約資産 8,471 短 期 借 入 金 3,100 

未 成 業 務 支 出 金 2,058 １年内返済予定の長期借入金 252 

前 払 費 用 145 リ ー ス 債 務 301 

短 期 貸 付 金 28 未 払 金 340 

そ の 他 260 未 払 費 用 1,093 

貸 倒 引 当 金 △98 未 払 法 人 税 等 71 

固 定 資 産 5,416 未 払 消 費 税 等 139 

有 形 固 定 資 産 1,935 未 成 業 務 受 入 金 647 

建  物 727 預 り 金 59 

構 築 物 34 受 注 損 失 引 当 金 78 

器 具 及 び 備 品 28 業 務 補 償 損 失 引 当 金 107 

土 地 964 そ の 他 40 

リ ー ス 資 産 149 固 定 負 債 3,912 

そ の 他 30 長 期 借 入 金 1,751 

無 形 固 定 資 産 224 リ ー ス 債 務 44 

ソ フ ト ウ ェ ア 199 株 式 給 付 引 当 金 18 

そ の 他 25 退 職 給 付 引 当 金 1,969 

投 資 そ の 他 の 資 産 3,256 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 71 

投 資 有 価 証 券 270 資 産 除 去 債 務 55 

関 係 会 社 株 式 403 そ の 他 1 

出 資 金 2 負 債 合 計 11,691 

長 期 貸 付 金 1,974 純 資 産 の 部 

差 入 保 証 金 337 株 主 資 本 6,495 

保 険 積 立 金 756 資 本 金 1,000 

繰 延 税 金 資 産 849 資 本 剰 余 金 951 

リ ー ス 投 資 資 産 289 資 本 準 備 金 250 

そ の 他 128 そ の 他 資 本 剰 余 金 701 

貸 倒 引 当 金 △1,756 利 益 剰 余 金 4,543 

  利 益 準 備 金 251 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 4,292 

  別 途 積 立 金 2,100 

  繰 越 利 益 剰 余 金 2,192 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 3 

  その他有価証券評価差額金 3 

  純 資 産 合 計 6,499 

資 産 合 計 18,190 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,190 
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2.損益計算書（2024年10月１日から2025年９月30日まで） 
  

(単位：百万円) 
  

科         目 金   額 

売 上 高  20,290 

売 上 原 価  14,872 

売 上 総 利 益  5,418 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,660 

営 業 利 益  758 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 20  

補 助 金 収 入 53  

雑 収 入 45 119 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 66  

為 替 差 損 2  

雑 損 失 26 95 

経 常 利 益  782 

特  別  利  益   

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 戻 入 額 4 4 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 0  

特 別 調 査 費 用 5 6 

税 引 前 当 期 純 利 益  781 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 202  

法 人 税 等 調 整 額 57 260 

当 期 純 利 益  520 

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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3.株主資本等変動計算書（2024年10月１日から2025年９月30日まで） 

(単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 

剰 余 金 

資本剰余金 

合 計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利 益 剰 余 金 

合 計 別 途 
積 立 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 1,000 250 701 951 251 2,100 2,120 4,471 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当    －   △449 △449 

当 期 純 利 益    －   520 520 

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額 
( 純 額 ) 

   －    － 

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 71 71 

当 期 末 残 高 1,000 250 701 951 251 2,100 2,192 4,543 

  

 

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計 

株主資本 
合  計 

その他有価証券  
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

 

当 期 首 残 高 6,423 3 3 6,426 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当 △449  － △449 

当 期 純 利 益 520  － 520 

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額 
( 純 額 ) 

－ 0 0 0 

当 期 変 動 額 合 計 71 0 0 72 

当 期 末 残 高 6,495 3 3 6,499 

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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4.個別注記表 
 

1. 重要な会計方針に係る事項 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっております。 
② その他有価証券 
・市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
・市場価格のない株式等 

主として移動平均法による原価法 
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資については、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決算書等を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法により算定し
ております。 

  
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・未成業務支出金 
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。） 
 

(3) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定率法（ただし、2005年10月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）及び2016年４
月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
・ソフトウェア 
 社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によっております。 

・その他 
 定額法を採用しております。 

③ リース資産 
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

(4) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 受注損失引当金 
受注業務の損失発生に備えるため、当事業年度末の未引渡業務のうち、損失発生の可能性が高く、か

つ、その金額を合理的に見積ることが可能な業務について、損失見込額を計上しております。 
③ 業務補償損失引当金 

完成業務に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成業務に対する将来の見積補償額及び
特定の業務における将来の見積補償額を計上しております。 

④ 株式給付引当金 
「株式給付規程」に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債

務の見込額に基づき株式給付引当金を計上しております。 
⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
また、当社は退職給付信託を設定しております。 
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の通りです。 

イ．退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 
ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を発生の翌事業年度より費用処理しております。 
⑥ 関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、その損失負担見込額を計上
しております。 

 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点は以下のとおりであります。なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期
のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。 
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① コンサルタント事業及びサービスプロバイダ事業 
コンサルタント事業及びサービスプロバイダ事業においては橋梁の設計・老朽化対策、道路構造物の

維持管理、再生可能エネルギー事業でのコンサルティング、地質・土質調査等を行っており、これらに
関して当社が提供する業務を履行義務として識別しております。当該契約については、一定期間にわた
り履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。履
行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によっております。 

② プロダクツ事業 
プロダクツ事業においては、主にエコ商品の販売および型枠のレンタル等を行っております。エコ商

品の販売等においては商品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。 

 

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 

(7) その他計算書類作成のための基本となる事項 
控除対象外消費税等の会計処理 
控除対象外の消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。 

 

2. 会計方針の変更に関する注記 
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10 月 28 日） 等
を当事業年度の期首から適用しております。 
従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令

に従い算定した額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発
生源泉となる取引等に応じて、損益、株主資本及び評価・換算差額等に区分して計上することとし、評
価・換算差額等に計上された法人税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等が損益に
計上された時点で、これに対応する税額を損益に計上することとしました。 
なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。 
 

3． 表示方法の変更に関する注記 
   （貸借対照表関係） 
    前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「業務補償損失引当金」は開示の明瞭

性を高めるため、当事業年度より独立掲記しております。 
 
4. 会計上の見積りに関する注記 

（受注損失引当金） 
(1) 当事業年度の計算書類上に計上した金額 

受注損失引当金 78百万円 
 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持業務のうち、損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることができる業務について損失見込額を計上しております。損失見込額

は業務収益総額から業務原価総額を差し引いた金額から既に計上された損益の額を控除して算出して

おります。 

② 主要な仮定 

損失見込額は、業務原価総額の見積りに大きく依存しており、業務原価総額の算出にあたって用いら

れる業務に係る作業工数、外注価格等は変動することがあるため、業務の進捗状況、過去の業務実績等

を踏まえて、これらを適時・適切に見積もっています。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

業務原価総額の算出にあたって用いられる業務に係る作業工数、外注価格等は、不確実性が高く、業

務内容の変更や追加業務の発生等により見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影

響を与える可能性があります。 

 

（一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益） 
(1) 当事業年度の計算書類上に計上した金額 

一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法により計上した売上高 19,554百万円 
 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、一

定の期間にわたり収益を認識しております。 

② 主要な仮定 

一定の期間にわたり履行義務が充足される収益認識については、業務原価総額の見積りに大きく依存

しており、業務原価総額の算出にあたって用いられる業務に係る作業工数、外注価格等は変動するこ 
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とがあるため、業務の進捗状況、過去の業務実績等を踏まえて、これらを適時・適切に見積もってい

ます。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

業務原価総額の算出にあたって用いられる業務に係る作業工数、外注価格等は、不確実性が高く、業

務内容の変更や追加業務の発生等により見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影

響を与える可能性があります。 

 

5. 貸借対照表に関する注記 
(1) 顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額はそれぞれ以下のとおりであります。 

① 受取手形 
② 完成業務未収入金 

5 
1,729 

百万円 
百万円 

③ 契約資産 6,741 百万円 
 
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,588 百万円 
 
(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権 307 百万円 
② 短期金銭債務 2,139 百万円 
③ 長期金銭債権 2,334 百万円 
④ 長期金銭債務 1,494 百万円 

 
(4) 偶発債務 

債務保証 
 以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

PT.AMCO HYDRO INDONESIA 80 百万円 

 

6. 損益計算書に関する注記 
 (1)関係会社との取引高 

① 売上高 239 百万円 
② 仕入高 736 百万円 
③ 販売費及び一般管理費 574 百万円 
④ 営業取引以外の取引高 53 百万円 
   

 
 (2)特別調査費用 

当社における不適切な会計処理に関する事実関係の調査等を実施するために設置した、外部の有識者によって構成

する調査委員会に係る調査費用等を特別調査費用として計上しております。 

 

7. 株主資本等変動計算書に関する注記 
（1）当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 9,416,000株 

 
（2）当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

 

株式の種類 
当事業年度期首 

の株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
の株式数 

普 通 株 式 －株 －株 －株 －株 
 
 
（3）配当に関する事項 

①配当金支払額等 

決   議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2024年12月20日 
定時株主総会 

普通株式 449 47.68 2024年９月30日 2024年12月23日 

 
②金銭以外による配当 

該当事項はありません。 
 
③基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2025年12月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。 

① 配当金の総額 260百万円 

② １株当たり配当額 27.66円 

③ 基準日 2025年９月30日 

④ 効力発生日 2025年12月23日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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8. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
当事業年度 

（2025年９月30日） 

（繰延税金資産）     

 貸倒引当金 584 百万円 

 退職給付引当金 704   

 株式給付引当金 5   

 関係会社株式評価損 22   

 投資有価証券評価損 0   

 未払費用 31   
 受注損失引当金 
 業務補償損失引当金 

24 
32 

  

 その他 88   

  繰延税金資産小計 1,494   

 評価性引当額 △643   

  繰延税金資産計 851   

（繰延税金負債）     

 有価証券評価差額金 △1   

  繰延税金負債計 △1   

   繰延税金資産の純額 849   

  
 （表示方法の変更） 
   前事業年度において、「繰延税金資産」の「その他」に含めていた「業務補償損失引当金」は、開示の明瞭性を 
  高めるため、当事業年度より独立掲記しております。 
 
9. 金融商品に関する注記 
（1）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 
当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に親会社借入）を調達しております。一時的な余資は主

に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。 
② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、完成業務未収入金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。また、
海外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 
営業債務である業務未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 
借入金は主に運転資金及び、新規事業に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後24

年６ヶ月であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。 
③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
当社は、営業債権である受取手形、完成業務未収入金及び契約資産について、当社の「営業企画担当部

門管理規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としております。 
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に為替変動による影響額を把握しており、必要に
応じて為替予約等によるヘッジを行っております。また、投資有価証券については、主に業務上の関係を
有する企業の株式であり、定期的に時価や発行取引先企業の財務状況を把握し、市場や取引先企業との関
係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 
当社は、随時資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理し

ております。 
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要素を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価格が変動することがあります。 

  
（2）金融商品の時価等に関する事項 

2025年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

  貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円) 

長期貸付金（*３） 2,000 1,506 △493 

 長期借入金（*４） 2,004 1,990 △13 

リース債務（*５） 346 344 △2 

 
（*１）「現金及び預金」、「完成業務未収入金及び契約資産」、「短期貸付金」、「業務未払金」、「短期借入

金」「未払金」、「未払法人税等」及び「未払消費税等」については、現金であること、及び短期間で決
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済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 
（*２）市場価格のない株式等は含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりでありま

す。 

区分 貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式等 639 

匿名組合出資金 38 

（*３） 1年以内に回収予定の長期貸付金については、長期貸付金に含めております。 
（*４） 1年以内に返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。 
（*５） 1年以内に返済予定のリース債務については、リース債務に含めております。 
（*６） 長期借入金及びリース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味し

た利率を基に、割引現在価値法により算定しております。 
 

10. 収益認識に関する注記 
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 1. 重要な会計方針に係る

事項 (5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
 

11. 関連当事者との取引に関する注記 
（1）親会社および法人主要株主等 

（注）取引条件および取引条件の決定方針等 
   資金の借入については、市場金利を勘案して、協議の上、利率を合理的に決定しております。 
 
（2）子会社及び関連会社 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金
(百万円) 

事業内容 

議決権等 

の所有 

（被所有） 

割合 

関連 

当事者 

との 

関係 

取引の 

内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末 

残高 
（百万円） 

子会社 

株式会社 

南部町 

バイオマス 

エナジー 

山梨県

南巨摩

郡 

60 
電気の 

販売 

所有 

直接 

77.9％ 

資金の 

貸付 

設備の

賃貸 

資金の貸付 

（注１） 
－ 

長期 

貸付金 
493 

リース取引 

（注１） 
－ 

長期 

リース

投資 

資産 

289 

子会社 

C.N.バリュ

ーマネジメ

ント株式会

社 

東京都 

中央区 
5 宿泊業 

所有 

直接 

70.0％ 

資金の 

貸付 

資金の回収 19 
短期 

貸付金 
26 

利息の受取 11 
長期 

貸付金 
737 

子会社 
株式会社二

色の浜PX 

東京都 

中央区 
10 宿泊業 

所有 

直接 

70.0％ 

資金の 

貸付 

資金の貸付 

（注１） 
757 

長期 

貸付金 
690 資金の回収 275 

利息の受取 7 

関連 

会社 

PT.AMCO 

HYDRO 

INDONESIA 

インド

ネシア 
4 

アセット

マネジメ

ント 

所有 

直接 

34.0％ 

債務 

保証 

債務保証 

（注２） 
80 － － 

 （注）取引条件および取引条件の決定方針等 
１．資金の貸付及びリース取引については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

・株式会社南部町バイオマスエナジーへの債権等に対して、906百万円の貸倒引当金を計上しておりま
す。また、当事業年度において25百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。 
・株式会社二色の浜PXへの債権等に対して、208百万円の貸倒引当金を計上しております。貸倒引当金
については、前事業年度に計上したものであり、当事業年度において追加計上等はございません。 
 

２．金融機関からの借入金に対する債務保証を行っております。債務保証に係る保証料等は受領しておりま
せん。 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 

資本金 
又は 

出資金
(百万円) 

事業内容 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

関連 
当事者 
との 
関係 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末 
残高 

（百万円） 

親会社 

人・夢・ 
技術 
グループ 
株式会社 

東京都 
中央区 

3,107 
グループ
会社の 

事業管理 

被所有 
直接 
100.0％ 

資金の 
借入 

役員の
兼任 

資金の借入 1,982 短期借入金 1,500 

資金の返済 219 
一年内 
返済予定 
長期借入金 

226 

利息の支払 16 長期借入金 1,494 
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12. １株当たり情報に関する注記 
(1) １株当たり純資産額 690円22銭
(2) １株当たり当期純利益 55円32銭

  
記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


